
特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に
関する法律の一部を改正する法律について

令和４年12月
環境省

添付資料５



1

目次

１. 外来生物法改正のねらい・ポイント ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P.2

２．ヒアリ対策の強化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P.３

３．アメリカザリガニやアカミミガメ対策・・・・・・・・・・・・P.4・５
○アメリカザリガニやアカミミガメ対策のための規制手法の整備
○アカミミガメ・アメリカザリガニの規制適用除外の概要（案）

４．各主体による防除の円滑化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P.６

５．今後のスケジュール（予定）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P.７



2

1.ヒアリ対策の強化

1. 外来生物法改正のねらい・ポイント
下記の取組により、外来生物対策を一層強化・推進し、安全・安心な国民生活と生態系保全等の推進を実現
（1）国内への侵入防止のために緊急に対処が必要な外来生物（ヒアリ類を指定）の対策のための検査体制等の強化

（2）既に広く飼育され、野外の個体数も多い外来生物（アメリカザリガニやアカミミガメの指定を予定）に対応する規定の整備

（3）国と地方公共団体による防除の円滑化による防除体制の強化

広く飼育（※）されており、
現行法の規制を適用すると､
かえって生態系等への被害が
拡大するおそれ

当分の間、種ごとに政令で定める
一部の規制（輸入、販売、放出等）
のみを適用することを可能に

規制対象外の例
・個人の販売目的でない飼育
・個人間の無償譲渡 等

国、都道府県、市町村（特別区を含む。）、事業者及び国民に関する責
務規定を創設

都道府県による迅速な防除を可能とするため、現行法では必要とされて
いる国への確認手続を不要に

特定外来生物全般に対する規制権限（立入権限や輸入品等の

検査対象）を拡充

発見し次第､緊急の対処が必要なものについては｢要緊急対処
特定外来生物｣（※）として政令で指定し、より強い規制権限
（通関後の検査や移動の禁止等）がかかる枠組みを創設

※アメリカザリガニ：約65万世帯/約540万匹、アカミミガメ：約110万世帯/約160万匹が飼育されていると推計

輸入された物品等に付着してヒアリが国内に

侵入する事例が近年増加

「定着しそうなギリギリの段階」

であり、対策の強化が急務

※国内に侵入・拡散すると著しい被害を及ぼすヒアリ類を指定

2.アメリカザリガニやアカミミガメ対策のための規制手法の整備

3.各主体による防除の円滑化
地方公共団体においても外来
生物の防除のノウハウが蓄積
されてきている一方で、現行
法上は国のみが主な防除主体
とされている。

＜施行期日＞１．のうち規制権限の拡充：令和４年７月１日、その他の規定：令和５年４月１日
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2. ヒアリ対策の強化

特定外来生物全般に対する規制権限を拡充するとともに、発見し次第､緊急の対処が必要なものに
ついては｢要緊急対処特定外来生物｣（※）として政令で指定し、より強い規制権限がかかる枠組み
を創設する。（※国内に侵入・拡散すると著しい被害を及ぼすヒアリ類を令和５年４月１日から規制）
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3.アメリカザリガニやアカミミガメ対策のための規制手法の整備

我が国における生息又は生育の状況、飼養等の状況に鑑み、飼養等、輸入、譲渡し等、放出等の
規制を適用することによりかえって生態系等に係る被害の防止に支障が生じるおそれがある特定外
来生物については、当分の間、政令で特定外来生物の種類を指定して、必要な条件を付して一部の
規制を適用除外にすることができる。

特定外来生物の取扱いに関する特例

○特定外来生物の飼養等、輸入、譲渡し等、
放出等は原則禁止
○飼養等や譲渡し等には許可が必要
→アメリカザリガニやアカミミガメを特定
外来生物に指定すると、飼育中の個体が
大量放出されるおそれ

○政令で定めることにより一部の規制の適用
除外が可能に

輸入、放出、販売又は頒布を目的とした飼
養等、販売や購入又は頒布を目的とした譲
渡し等に限り規制

＜アメリカザリガニ、アカミミガメの規制概要（令和５年６月１日からの規制を予定）＞

捕獲 飼育 輸入 放出 販売・購入

現行 改正後

政令での規定概要

※販売・頒布を目的
としないもの。逃が
さないように飼育
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アカミミガメ・アメリカザリガニの規制適用除外の概要（案）
飼養等※1

※１ 飼養、栽培、保管又は運搬を指す。
輸入 譲渡し等※7

※7 譲渡し、譲受け、引渡し、引受けを指す。
放出

特定外
来生物
（適用
除外な
し）

×
（許可者※2のみ○。飼養等基準を満たすこと
が必要）
※2許可の目的は、学術研究、展示、教育、生業の維持等
の目的に限る。生業の維持目的での許可は指定前から営ま
れていた業活動に限られる。愛がん・鑑賞目的での許可は
指定前から飼養等されていた個体に限られる。

×
（許可者※2のみ

○）

×
（許可者※2間で許可の数量の範

囲内ならば○※8）
※8愛がん目的での許可者が譲受ける場合
は除く。

×
（許可者※12の
み○）

※12許可の目的は、
防除の推進に資す
る学術研究の目的
に限る。

条件付特
定外来生
物 （ 通
称）
※アカミミガ
メ・アメリカザ
リガニ

販売・頒布※3

の目的 その他の目的 販売・購入
・頒布

その他の目
的※11

×
（許可者※2･4のみ
○。飼養等基準を
満 た す こ と が 必
要）

○
（許可不要。ただし、業
として行う場合※5は飼養
等基準を遵守する場合
に限る）

×
（許可者※6のみ

○）

×
（許可者※2間で
許可の数量の範
囲内ならば○※4・8

～10）

○ ×
（許可者※12の
み○）

※3商業的目的での繁殖
を行う場合は、生きていな
い状態での販売・頒布を
含む。

※⁴里親捜しのための頒
布は事前届出で可能

ある者の同種の行為の反復的
継続的遂行が、社会通念上、事
業の遂行と見ることができる程度
のものである場合を指す（水族
館、学校等での飼養等を想定）。

※9卸売業者が水族館、
学校等に販売するケース
等を想定。
※10 ペットの生き餌にする
ためのアメリカザリガニの購
入は事前届出で可能

※11頒布に当たら
ない無償での譲
渡し等を想定。

該当
条項

第４条（飼養等の禁止） 第７条（輸入の
禁止）

第８条（譲渡し等の禁止） 第９条（放出
の禁止）

※ 外来生物法に基づく防除に係る捕獲等や放出等に伴う場合又は省令で定める場合は上記の限りではない。

※5 ※6 許可の目的につ
いて、※２に加え、指
定後に国内で飼養等
を始めた個体、海外
で指定前から飼ってい
た個体の愛がん・観賞
目的を含める。
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4. 各主体による防除の円滑化
責務規定の新設 【第２条関係】第２条の２から第２条の５まで

都道府県の責務
・被害の発生状況等の実情に応じ
た、我が国に定着した特定外来
生物の被害防止

・未定着又は局地的に分布する
特定外来生物の被害・まん延防止
・生物多様性の確保上重要な
地域での生態系被害防止

国の責務：
・総合的な施策の策定及び実施 ・地方公共団体の施策の支援、事業者、国民又は民間団体の活動促進

市町村の責務
・被害の発生状況等の実情に応じ
た、我が国に定着した特定外来
生物の被害防止に努める

国、都道府県、市町村、事業者、民間団体その他関係者は、相互に連携協力に努める

事業者及び国民の責務
・外来生物に関する知識と理解を深め、適切に取り扱うように努める
・国及び地方公共団体の施策に協力する
・物品の輸入、輸送又は保管を請け負わせる者は、請け負った者が外来生物法を遵守できるよう配慮

都道府県による防除
○必要があると認めるときは、単独で又は共同して、防除を行うものとする
○防除を行うときは、国の確認手続を不要に（独自に防除の内容等を公示することにより外来生物法に

基づく防除として実施可能）
※都道府県から環境省へ通知/環境省ウェブサイトに一元的に掲載/当該ページに都道府県ウェブサイトからリンクを張ること等をもって都道
府県による公示とすることを想定（必ずしも各都道府県で公報等に掲載いただく必要がないように省令で規定予定）

市町村による防除
○従前どおり確認手続が必要。ただし、都道府県と共同でその防除の一部を行う場合、都道府県の公示

において市町村名を明示すれば、個別の確認手続は不要に。
※改正法の施行前に確認を受けた防除については、その期間内であれば、改正法施行後も経過措置として確認は有効（改めて都道府県が公示
し直したり、市町村が確認を受け直す必要はない。施行前に国が公示した防除、地方公共団体以外の者で国の認定を受けた防除も同様。）

防除規定の見直し 【第2条関係】第３章
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5. 改正外来生物法に係るスケジュール（予定）
令和４年
５月18日 特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律の一部を改正する法律

（令和４年法律第42号）公布

７月１日 改正法第１条関係（特定外来生物全般の規制権限の拡充） 施行

９月20日 特定外来生物被害防止基本方針 中央環境審議会答申を踏まえ閣議決定

9月～10月 地方公共団体に向けた改正法の説明会

11月22日 ヒアリ類の要緊急特定外来生物への指定に係る政令、施行期日令の公布

12月～1月 施行規則改正案のパブリックコメント

令和５年
1月頃 アメリカザリガニ等の一部規制を適用除外する特定外来生物への指定に係る政令公布
1月～2月頃 施行規則改正案の公布
年度内 各種基準や対処指針に係る省令・告示の制定等

令和５年
４月1日 改正法第２条関係施行（改正法全面施行）、政令（ヒアリ類指定関連箇所）施行

6月1日 政令（アメリカザリガニ等の指定関連箇所）施行 ７


